
地方分権改革における「提案募集方式」での国への提案について（平成29年度青森県提案分）

当初提案団体 追加共同提案団体

163
山形県、青森県、
宮城県

福島県、川崎市、新潟県、豊橋市、
愛媛県、沖縄県

感染症病床と結核病床の区分解消によ
る結核入院体制の見直し

結核は、平成19年に感染症法に組み込まれ、二類感染症として
整理されているが、医療法においては、結核病床及び感染症病
床に区分されたままである。近年、結核及び感染症病床の利用
率が低下していることを踏まえ、両病床を一体として運営するこ
とができるように制度や取扱いを見直していただきたい。

６【厚生労働省】
（11）医療法（昭23法205）
（ⅰ）結核患者については、同室に入院させることにより病毒感染の危険のある患者を他の種の患者と同室に入院さ
せないこと（施行規則10条５項）を遵守できている場合において、感染症病床に入院させることが可能であることを、
地方公共団体に平成29年度中に通知する。

218 黒石市、青森県
藤崎町、千葉県、石川県、長野県、
香川県、愛媛県、宮崎市

農業分野における外国人技能実習制度
について、農業者と農業協同組合等が
共同で技能実習を行えるよう規制緩和

農業分野における外国人技能実習制度について、農業者が行
う農産物栽培研修と農業協同組合等での農産物選別研修が生
産から販売まで一連をなす効果的な研修であると自治体が認
める場合には、農業者と農業協同組合等が共同で技能実習を
行えるよう規制緩和を求める。

６【農林水産省】
（８）外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平28法89）
農業分野における団体監理型技能実習（２条４項）については、都道府県の関与等による十分な管理体制が確保さ
れることを前提に、実習実施者となる農業協同組合等が個人農業者との間で農産物の生産に関する請負契約を締結
し、当該農業協同組合等の指揮命令の下、個人農業者の圃場等で農産物生産等の実習を行いつつ、農業協同組合
等が所有する集出荷施設や農産物加工施設等での作業を組み合わせることによって、年間を通じたより効果的な技
能実習が可能であることを、地方公共団体に平成29 年度中に周知する。
（関係府省：法務省及び厚生労働省）

65 愛知県

北海道、青森県、岩手県、秋田県、
山形県、埼玉県、川崎市、静岡県、
滋賀県、大阪府、奈良県、鳥取県、
岡山県、徳島県、香川県、高松市、
愛媛県、長崎県、熊本市、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県

高等学校等就学支援金に係る支給期間
の要件緩和

高等学校等就学支援金制度における支給期間は、36月（定時
制等の場合は48月）とされていることから、やむを得ない理由等
により対象者が留年した場合には、同制度による支援が受けら
れないため、個々の事情を斟酌したうえで支給期間を延長する
ことができるよう、要件を緩和すること。

【対応方針に記載なし】
「提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案」と整理

156 奈良県

青森県、岩手県、静岡県、福島県、
川崎市、富山県、静岡市、豊橋市、
滋賀県、大阪府、伊丹市、鳥取県、
島根県、徳島県、高松市、愛媛県、
北九州市、熊本市

公立高等学校施設の老朽化対策及び安
全対策のための財政支援について

公立高等学校施設の老朽化対策である大規模改造事業、長寿
命化改修事業及び建替事業並びに非構造部材の耐震化事業
等について、学校施設環境改善交付金の補助対象とするよう補
助制度を拡大すること。

【対応方針に記載なし】
「関係府省における予算編成過程での検討を求める提案」と整理

対応方針（平成29年12月26日閣議決定）記載内容
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